（様式１）
令和７年度林業経営体体質強化人材育成研修運営業務 企画提案書
名　　　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　 　   
	項　　目
	内　　　　容

	１　業務実施にあたっての基本的な考え方
	本業務を実施するにあたっての基本的な考え方について記入してください。
（本県における現状認識、本事業に取り組む際のコンセプトなど）


	２　業務内容についての提案


	貴団体が提案する具体的な実施内容や方法等についてお書きください。
（記載例）
○集合研修（10回）

企画・準備、運営・総括など
○ＯＪＴ研修（計15回程度（３経営体×５回を想定））
企画・準備、運営・総括など
○専門家派遣研修（８回程度を想定）
企画・準備、運営・総括など


	３　業務スケジュールについて
	· 年間の業務スケジュール

（年間スケジュールを様式２に記入願います。）



	４　その他
	（本業務の実施にあたり、上記のほかに強調したい点がある場合には記入してください。）




· 本様式のページ数は限定しませんが、Ａ４版としてください。

· 参考資料を添付する場合には、団体のアピールは３枚以内としてください。


令和７年度林業経営体体質強化人材育成研修運営業務 業務スケジュール
	
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中
	下
	上
	中

	集合研修
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＯＪＴ
研修
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	専門家
派遣研修
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	報告書
作成
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※記載方法：各項目の実施時期について明示してください。（開催日等　○、準備期間　⇒）

（様式３）
令和７年度林業経営体体質強化人材育成研修運営業務 業務推進体制
	氏名・団体名
	担当業務
	経歴

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※業務の実施体制（人・団体）について記載してください。

（様式４）

組織等に関する調書

名　　　称

所　在　地

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　募集要項に定める委託者の資格要件の規定に反しないことを誓約します。

	団体の名称
	

	団体の活動目的･活動内容
	

	会員数
	　　　　　　　名

	団体設立年月
	年　　　　月（活動歴　　　年　　ヶ月）

※特定非営利活動法人の場合、法人格取得前の活動歴を含む。

	専従職員の有無


	（有・無の該当する方に○をし、有の場合はその人数と有給・無給の該当するほうに○をしてください）

有（　　名＜有給・無給＝いずれかに○＞）　・　　無　

	事務所所在地
	〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail

	事務所の形態
	（該当するものに○をしてください）

１　団体独自の事務所を開設している。

２　会社等の事務所内に設置している。

　　（当該会社等と団体の関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　会員（役員を含む）の自宅を事務所としている。

４　特に設置していない。

５　その他の形態（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	直近の事業年度の決算額
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	類似事業等実施の経歴
	（過去に本事業と同種又は類似した事業の実施の経歴等について記入してください）

	連絡先
	担当者氏名

TEL                            FAX

E-mail


※複数の法人、団体で構成する場合は別葉に記入してください。

（様式５－１）

見　積　書

令和　　年　　月　　日　
岩手県知事　達増　拓也　　様
名　　　称

所　在　地

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
	項　目
	金　　　　額

	１　人材育成研修
	○研修開催費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	○事務局費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	２　ＯＪＴ研修
	○研修開催費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	〇事務局費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	３　専門家派遣研修
	〇研修開催費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	〇事務局費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	４　報告書作成費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	５　諸経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	６　消費税
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


· 個別の積算内訳については、様式５－２に記入してください。
（様式５－２）

積算内訳書
	項　目
	金　　　　額

	１　人材育成研修
	○研修開催費
· ………　＠　　　　円×　　　回　　　　　＝　　　　円

	
	○事務局費
・　………　＠　　　　円×　　　回　　　　　＝　　　　円

	２　ＯＪＴ研修
	○研修開催費
· ………　＠　　　　円×　　　回　　　　　＝　　　　円

	
	〇事務局費
· ………　＠　　　　円×　　　回　　　　　＝　　　　円

	３　専門家派遣研修
	〇研修開催費
· ………　＠　　　　円×　　　回　　　　　＝　　　　円

	
	〇事務局費

· ………　＠　　　　円×　　　回　　　　　＝　　　　円

	４　報告書作成費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	５　諸経費
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	６　消費税
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	合　計
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円


（様式２）





必要な経費について、項目、数量、単価等の積上を記入してください。　　　　　　　（以下同じ）








